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(単位：千円)
資産の部

Ⅰ　固定資産
1　有形固定資産

土地
建物

減価償却累計額
減損損失累計額

構築物
減価償却累計額
減損損失累計額

工具器具備品
減価償却累計額

図書
美術品・収蔵品
船舶

減価償却累計額
車両運搬具

減価償却累計額
建設仮勘定

有形固定資産合計

2　無形固定資産
特許権
ソフトウェア
電話加入権
特許権等仮勘定
その他

無形固定資産合計

3　投資その他の資産
破産更生債権等

貸倒引当金
投資有価証券
長期貸付金
長期前払費用
その他

投資その他の資産合計
固定資産合計

Ⅱ　流動資産
現金及び預金
未収学生納付金収入
未収附属病院収入

徴収不能引当金
未収入金
有価証券
医薬品及び診療材料
前渡金
前払費用
未収収益
未収消費税
その他

流動資産合計

資産合計

貸　借　対　照　表
（令和2年3月31日）

86,804,202
78,638,529

△ 41,574,414

33,585,446
△ 24,373,293 9,212,152

550,793
21,117

5,012

△ 177,480 36,886,635
660,703

△ 519,383
△ 23,999 117,320

134,036,357

29,219
134,683
1,362
106,909
18,910

△ 3,779 1,233
10,699

△ 10,699 0
442,902

5,224
7,744

2,327,042
136,654,485

15,127,139
24,223

291,085

3,141
△ 3,141 -

2,299,572
14,500

10,672
78,818
442
7,323
8,030

22,958,857

6,771,425
△ 160,442 6,610,983

203,213
200,000
688,010

159,613,342
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負債の部
Ⅰ　固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金等
資産見返補助金等
資産見返寄附金
建設仮勘定見返運営費交付金
建設仮勘定見返施設費
建設仮勘定見返補助金等
建設仮勘定見返寄附金
資産見返物品受贈額

長期寄附金債務
大学改革支援・学位授与機構債務負担金
長期借入金
引当金

退職給付引当金
資産除去債務
長期未払金

固定負債合計

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務
寄附金債務
前受受託研究費
前受共同研究費
前受受託事業費等
前受金
預り科学研究費補助金等
預り金

一年以内返済予定長期借入金
未払金
前受収益
未払費用
引当金

賞与引当金
流動負債合計

負債合計

純資産の部
Ⅰ　資本金

政府出資金
資本金合計

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金
損益外減価償却累計額(△)
損益外減損損失累計額(△)
損益外利息費用累計額(△)

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金
教育研究等改善充実積立金
積立金
当期未処分利益

（うち当期総利益）
利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

18,431,101

17,669
1,210
404,980 3,398,731

146,739
3,786,578

1,683,758
421,090
610,327
2,777
256,917

811,903
4,152,299
906,904
623,082
352,107
213,780

5,761,103

1,084,060 1,084,060
389,000
3,864,889

270,574 270,574
18,603,918

661,109
334,305

一年以内返済予定大学改革・
学位授与機構債務負担金

1,394,900

171,585
8,662,151

37,035,020

75,590,586
75,590,586

33,346,957
△ 26,429,457
△ 48,517

9,902
39,310

(3,160,192)
40,217,594

122,578,322

159,613,342

△ 98,842
6,770,141

30,438,132
1,636,645
4,982,624
3,160,192
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(単位：千円)
経常費用

業務費
教育経費
研究経費
診療経費

材料費
委託費
設備関係費
研修費
経費

教育研究支援経費
受託研究費
共同研究費
受託事業費等
役員人件費
教員人件費

常勤教員給与
非常勤教員給与

職員人件費
常勤職員給与
非常勤職員給与

一般管理費
財務費用

支払利息
その他

雑損
経常費用合計

経常収益
運営費交付金収益
授業料収益
入学金収益
検定料収益
附属病院収益
受託研究収益
共同研究収益
受託事業等収益
寄附金収益
補助金等収益
施設費収益
財務収益

受取利息
雑益

財産貸付料収入
特許権等収入
補助金等間接費収入
その他

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入
資産見返補助金等戻入
資産見返寄附金戻入
資産見返物品受贈額戻入

経常収益合計
経常利益

3,254,297

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

877,997
2,328,202

15,963,593
4,050,244
3,916,337
4,254

1,494,988 25,429,417
929,962

709,303
209,654
216,206

9,065,421
120,316 9,185,738

1,189,977

12,431,401
3,055,306 15,486,707 58,627,487

932,488

115,978
367 116,346

15,785

632,650

59,692,108

13,820,241

370,710

189,786
42,803

39,514,828
3,252,667
714,696
210,230
1,142,373
853,940
19,811

3,739 3,739

164,374
210,816
139

121,439
408,559
483,340 1,384,051

257,320

62,971,797
3,279,689
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臨時損失
固定資産除却損
減損損失
その他の臨時損失

臨時利益
資産見返負債戻入
固定資産売却益
その他の臨時利益

当期純利益
前中期目標期間繰越積立金取崩額
目的積立金取崩額
当期総利益

31,073
85,880
38,156 155,109

29,947

-
-

3,160,192

4
5,659 35,612

3,160,192
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(単位：千円)
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出
人件費支出
その他の業務支出
運営費交付金収入
授業料収入
入学金収入
検定料収入
附属病院収入
受託研究収入
共同研究収入
受託事業等収入
補助金等収入
補助金等の精算による返還金の支出
寄附金収入
その他の業務収入
預り金増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の償還による収入
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
施設費による収入

小計
利息の受取額

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入金の返済による支出
大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出
長期借入れによる収入
リース債務の返済による支出
その他の財務支出

小計
利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金増加額

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

13,530,171

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

△ 29,332,769
△ 25,439,884
△ 762,356

116,663

1,396,501
180,310
42,803

39,218,929
3,485,494
821,778
201,215
1,120,658
△ 75,028
1,409,002
1,150,303

△ 2,108,405

7,063,795

△ 200,000
200,000

△ 2,361,326
△ 54,751

4
307,666

13,135,118

19,633
△ 2,088,772

△ 117,795
△ 1,826,506
147,075

△ 673,525
△ 387,423
△ 2,858,174
△ 124,826
△ 2,983,001

1,992,021

15,127,139

- 5 -



(単位：円)
Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益

Ⅱ 利益処分額

積立金

教育研究等改善充実積立金 1,378,735,761 1,378,735,761 3,160,192,289

　国立大学法人法第３５条において準用する独立
行政法人通則法第４４条第３項により文部科学大
臣の承認を受けようとする額

利益の処分に関する書類

3,160,192,289

3,160,192,289

1,781,456,528
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(単位：千円)
Ⅰ 業務費用

（1）損益計算上の費用
業務費
一般管理費
財務費用
雑損
臨時損失

（2）（控除）自己収入等
授業料収益
入学金収益
検定料収益
附属病院収益
受託研究収益
共同研究収益
受託事業等収益
寄附金収益
財務収益
財産貸付料収益
特許権等収入
その他雑益
資産見返運営費交付金等戻入
資産見返寄附金戻入
固定資産売却益
資産見返負債戻入
その他の臨時利益

業務費用合計

Ⅱ 損益外減価償却相当額

Ⅲ 損益外減損損失相当額

Ⅳ 損益外利息費用相当額

Ⅴ 損益外除売却差額相当額

Ⅵ 引当外賞与増加見積額

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額

Ⅷ 機会費用

政府出資の機会費用

Ⅸ （控除）国庫納付額

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト

△ 4

△ 39,514,828

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

58,627,487
932,488
116,346
15,785
155,109 59,847,217

△ 1,189,977
△ 189,786
△ 42,803

△ 370,710
△ 121,439
△ 483,340
△ 144,876
△ 210,816

△ 3,252,667
△ 714,696
△ 210,230
△ 1,142,373
△ 3,739

6,935

26

7,555

△ 198,835

△ 10,477
△ 5,659 △ 47,608,428

12,238,789

1,564,931

32,221

-

13,655,794

国又は地方公共団体の無償又は減額され
た使用料による貸借取引の機会費用

8

無利子又は通常よりも有利な条件による融
資取引の機会費用

4,163

- 4,171
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（重要な会計方針）

国立大学法人会計基準

 １．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

次のものを除き、期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産

　定額法を採用しております。

建物 ３～５０年

構築物 ３～６０年

工具器具備品 ３～１５年

　なお、受託研究収入等によって購入した固定資産は、研究期間で減価償却しております。

（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては法人内における利用可能期間(５年)に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

文部科学省が指定する機能強化経費、特殊要因経
費に充当される運営費交付金及び補正予算により措
置された運営費交付金

文部科学省が指定する業務達成基準又は費用進行
基準

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下のと
おりです。

　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等
（国立大学法人会計基準第90）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余
金から控除して表示しております。

　賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払に備えるため、
当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与
見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

注　　　　　記

　 国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国立大学法
人会計基準等検討会議 平成３０年６月１１日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準
注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成３１年１月３１日最終改訂））を適用して、財務
諸表を作成しております。

退職一時金等に充当される運営費交付金 費用進行基準

特定のプロジェクトに充当される運営費交付金 業務達成基準

- 8 -



４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

６．有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的債券は償却原価法（定額法）を採用しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（1）評価基準

　低価法を採用しております。

（2）評価方法

　医薬品及び診療材料については、当面の間、評価方法は最終仕入原価法により行っております。

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（1）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　近隣の地代や家賃等を参考に計算しております。

（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　１０年利付国債の令和２年３月末利回りを参考に0.005%で計算しております。

１０．リース取引の会計処理

１１．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

１２．財務諸表等の表示単位

　リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

  リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

　財務諸表等は、千円未満切捨てにより作成しております。ただし、「利益の処分に関する書類（案）」については
円単位で表示しております。

　運営費交付金により財源措置がなされない職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付
債務の見込額に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間
定額基準によっております。

　国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人会計基準第87
第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生
債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。
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（貸借対照表関係）

１．当該事業年度における債務保証の総額 千円

２． 担保提供資産残高と対応する債務残高
担保提供資産残高 土地 千円

建物 千円

対応する債務残高 長期借入金 千円

３．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 千円

４．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 千円

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 千円

利益剰余金に与える影響額（差引き） 千円

②

千円

③

千円

④

千円
千円

（損益計算書関係）

当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①

千円

千円

千円

②

千円
千円

5,181,478

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額
が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

52,647,872

16,525,352

36,122,519

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療器機等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈
額戻入が二重になっていることによるもの

60,816,091
15,011,687

5,932,688

9,688,633

985,263

38,512,575

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額
が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

1,944,301

809,714

　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価
償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 1,285,062

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資
でなく譲与としたもの

741,903

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの
出資でなく譲与としたもの

363,089

附属病院に関する借入金の元金償還額

当該借入金により取得した資産の減価償却費

1,134,586

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療器機等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈
額戻入が二重になっていることによるもの

40
1,134,626

当期総利益に与える影響額（差引き）

　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価
償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 千円

資金期末残高 千円

２．重要な非資金取引

（1）ファイナンス・リースによる資産の取得 千円

（2）割賦による物品の取得 千円

（3）寄贈による固定資産の取得 千円

（4）寄贈による少額備品等の取得 千円

（国立大学法人等業務実施コスト計算書関係）

国及び地方公共団体等からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額 千円

（減損を認識した固定資産に関する事項）

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
(単位：千円)

（２）減損に至った経緯

15,127,139

15,127,139

3,805,587

1,205,586

157,868

①土地（館山） 土地 千葉県館山市 74,600

②建物（食堂棟） 建物 東京都文京区 84,396

81,633

1,925

固定資産の用途 種　類 場　所 帳　簿　価　額

⑤建物（大賀寮） 建物 千葉県館山市 1,123

⑥構築物（地下鉄用歩道） 構築物 東京都文京区 1,904

③建物（福利厚生施設） 建物 東京都文京区 56,505

④建物（１２号館） 建物 東京都千代田区 10,278

⑨構築物（学内サイン） 構築物 東京都文京区 21,594

①土地（館山）
令和元年度第6回役員会（令和元年9月12日開催）において、令和2年3月末を以
て館山大賀寮を廃止することが承認されたため、減損を認識しております。

⑦構築物（歩道屋根） 構築物 東京都文京区 14,100

⑧構築物（タクシー乗場庇） 構築物 東京都文京区 3,591

②建物（食堂棟）
平成30年度第3回役員会（平成30年6月11日開催）において承認された病院再
整備計画に基づき、令和元年7月末を以て当該建物を使用しないという決定を
行ったため、減損を認識しております。

③建物（福利厚生施設）
平成30年度第3回役員会（平成30年6月11日開催）において承認された病院再
整備計画に基づき、令和元年7月末を以て当該建物を使用しないという決定を
行ったため、減損を認識しております。

④建物（１２号館）
平成30年度第7回役員会 （平成30年11月12日開催） において建物を解体するこ
と及び跡地を第三者へ貸し付けることが承認され、令和元年10月2日を以て当該
建物を使用しないという決定を行ったため、減損を認識しております。
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（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
(単位：千円)

（４）回収可能サービス価額の算定方法の概要

⑤建物（大賀寮）
令和元年度第6回役員会（令和元年9月12日開催）において、令和2年3月末を以
て館山大賀寮を廃止することが承認されたため、減損を認識しております。

⑥構築物（地下鉄用歩道）
平成30年度第3回役員会（平成30年6月11日開催）において承認された病院再
整備計画に基づき、令和元年7月末を以て当該構築物を使用しないという決定
を行ったため、減損を認識しております。

⑦構築物（歩道屋根）
平成30年度第3回役員会（平成30年6月11日開催）において承認された病院再
整備計画に基づき、令和元年7月末を以て当該構築物を使用しないという決定
を行ったため、減損を認識しております。

①土地（館山） - - -

②建物（食堂棟） 84,396 83,675 720

⑧構築物（タクシー乗場庇）
平成30年度第3回役員会（平成30年6月11日開催）において承認された病院再
整備計画に基づき、令和元年7月末を以て当該構築物を使用しないという決定
を行ったため、減損を認識しております。

⑨構築物（学内サイン）
平成30年度第3回役員会（平成30年6月11日開催）において承認された病院再
整備計画に基づき、令和元年7月末を以て当該構築物を使用しないという決定
を行ったため、減損を認識しております。

種　　　類 減損損失額
うち損益計算書に
計上した金額

うち損益計算書に
計上していない金額

⑤建物（大賀寮） 1,123 - 1,123

⑥構築物（地下鉄用歩道） 1,904 - 1,904

③建物（福利厚生施設） 56,505 - 56,505

④建物（１２号館） 10,278 - 10,278

⑨構築物（学内サイン） 6,607 - 6,607

①土地（館山） 市場価格の調査を行い、回収可能サービス価額としております。

⑦構築物（歩道屋根） 14,100 - 14,100

⑧構築物（タクシー乗場庇） 3,591 2,204 1,386

⑤建物（大賀寮）
使用しないと決定された日より後の用途が決定していないため、使用価値相当
額を以て算定しております。

⑥構築物（地下鉄用歩道）
病院再整備のために取り壊すものであり、売却が想定されないため、使用価値
相当額を以て算定しております。

⑦構築物（歩道屋根）
病院再整備のために取り壊すものであり、売却が想定されないため、使用価値
相当額を以て算定しております。

②建物（食堂棟）
病院再整備のために取り壊すものであり、売却が想定されないため、使用価値
相当額を以て算定しております。

③建物（福利厚生施設）
病院再整備のために取り壊すものであり、売却が想定されないため、使用価値
相当額を以て算定しております。

④建物（１２号館）
跡地を第三者へ貸し付ける予定があり、建物を売却することは不可能であるた
め、使用価値相当額を以て算定しております。

⑧構築物（タクシー乗場庇）
病院再整備のために取り壊すものであり、売却が想定されないため、使用価値
相当額を以て算定しております。

⑨構築物（学内サイン）
病院再整備のために取り壊すものであり、売却が想定されないため、使用価値
相当額を採用し、当該資産の帳簿価額に、当該資産につき使用が想定されてい
ない部分以外の部分の割合を乗じて算出した価額を用いております。
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（減損の兆候が認められた固定資産に関する事項）

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
(単位：千円)

（２）認められた減損の兆候の概要

（３）減損を認識しない根拠

（資産除去債務に関する事項）

（１）資産除去債務の内容

（２）資産除去債務の算定方法

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
(単位：千円)

期首残高
有形固定資産の取得に伴う増加額
時の経過による調整額
資産除去債務の履行による減少額
期末残高

①土地（教養部） 土地 千葉県市川市 284,987

②建物（歩行用デッキ（２）） 建物 東京都文京区 324,008

固定資産の用途 種　類 場　所 帳　簿　価　額

②建物（歩行用デッキ（２））
病院再整備計画に伴う建物新営工事のため、一時的に使用を中止しておりま
す。

③電話加入権 固定資産の市場価格が著しく下落しております。

①土地（教養部）
将来において使用可能となる予定であり、また、帳簿価額を回収可能サービス
価格が上回っているため、減損の認識は行っておりません。

③電話加入権 電話加入権 東京都文京区 1,388

①土地（教養部） 使用できない状況にあります。

382,064
-

6,935
-

389,000

②建物（歩行用デッキ（２））
病院再整備に係る工事終了後、引き続き使用されることが想定されるため、減
損の認識は行っておりません。

③電話加入権
帳簿価額を回収可能サービス価額が上回っているため、減損の認識は行ってお
りません。

　石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務であります。

　使用見込期間を取得から２年～１６年と見積もり、割引率は期間に応じた国債利回り（0.16～1.18％）を使用して
おります。
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（重要な債務負担行為）

当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。
(単位：千円)

（金融商品に関する事項）

１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。
(単位：千円)

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(*2) 個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。

（注1）　金融商品の時価の算定方法

（１）投資有価証券及び有価証券

（２）現金及び預金、並びに（３）未収附属病院収入

機能強化棟新営その他機械設備工事 2,112,660 2,112,660

　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達については大学改

革支援・学位授与機構からの借入れに限定しております。

　資金運用にあたっては、国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人法第47条の規定に基づき、株式等は

保有しておりません。また、未収附属病院収入は、本学出納事務取扱要項に沿ってリスク管理を行っております。

　大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部科学大

臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

金融商品 貸借対照表計上額(*1) 時　価(*1) 差　額(*1)

契約内容 契約額 うち翌期以降支払金額

機能強化棟新営その他電気設備工事 1,133,000 1,133,000

（１）　投資有価証券及び有価証券
　　　　満期保有目的の債券 2,499,572 2,519,450 19,877

（２）　現金及び預金 15,127,139 15,127,139 -

（３）　未収附属病院収入
　　　　徴収不能引当金(*2)

6,771,425
△ 160,442
6,610,983 6,610,983 -

（４）　大学改革支援・学位授与機構
　　 債務負担金及び長期借入金 (11,114,166) (11,453,994) (339,827)

（５）　未払金 (8,662,151) (8,662,151) (-)

これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込
額等により、時価を算定しております。
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（４）大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金

（５）　未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（退職給付に係る事項）

１．採用している退職給付制度の概要

当法人は、教職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。

当該制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

２．確定給付制度

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
(単位：千円)

期首における退職給付債務
退職給付費用
退職給付の支払額
期末における退職給付債務

（2）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

(単位：千円)

非積立型制度の退職給付債務
退職給付引当金

（3）退職給付に関連する損益
(単位：千円)

退職給付費用

（4）数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎 （加重平均で表している。）

割引率　0.7％

（賃貸等不動産に関する事項）

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

185,646
53,207

1,084,060

区分 令和2年3月31日
1,084,060

　時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法により算定しており、一年以内返済予定分を含んでおります。

区分 平成31年4月1日～令和2年3月31日

951,621

1,084,060

区分 平成31年4月1日～令和2年3月31日

185,646

　当法人は、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏
しいため、注記を省略しております。
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